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＜労働安全衛生法令における化学物質管理の背景＞

１、化学物質の有害性リスクアセスメントの今まで

特化則改正
皮膚吸収しやすい化学物質に対する化学防護手袋・
保護衣・保護長靴の着用義務化

化学防護手袋の選定、使用等について（通達）

・耐浸透・耐透過・耐劣化等に基づく選定など

【２０１６年】【２０１2年】

労働安全衛生法の改正
一定の危険有害性を有する
化学物質ＲＡの義務化

2013年5月19日 毎日新聞・朝刊

1・2ジクロロエタン・ジクロロメタン

オルトトルイジン
朝日新聞2016年12月22日
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＜化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針＞
１，対象：安衛法第57条第１項の政令で定める物及び通知対象物（SDS通知対象物質）

２，対象事業者：対象物質を製造あるいは取扱う「すべての」事業者

３，実施内容：化学物質等による危険性又は有害性等の調査

１、化学物質の有害性リスクアセスメントの今まで

実施すべき時期
・化学物質等に係る建設物を設
置し、移転し、変更し、又は解体
するとき

・化学設備等に係る設備を新規に
採用し、又は変更するとき

・化学物質等である原材料を新規
に採用し、又は変更するとき

・化学設備等に係る作業方法又
は作業手順を新規に採用し、又
は変更するとき

義務

義務

義務

努力義務

この指針は、事業者による自主的な安全衛生活動へ
の取組を促進するため、労働者の危険又は健康障害
を生ずるおそれのある化学物質の危険性又は有害性
等の調査を実施し、その結果に基づいて労働者の危
険又は健康障害を防止するため必要な措置が適切か
つ有効に実施されるよう、基本的な考え方及び実施
事項について定めたものです。
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＜化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針＞
４，リスク低減措置の検討（義務）及び実施（努力義務）

１、化学物質の有害性リスクアセスメントの今まで
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２、自律的化学物質管理の概要
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１ 化学物質管理体系の見直し

２ 化学物質の自律的な管理のための実施体制の確立

３ 化学物質の危険性・有害性に関する情報の伝達の強化

４ 化学物質管理の水準が一定以上の事業場の個別規制
の適用除外

５ ばく露の程度が低い場合における健康診断の実施頻度
の緩和

６ 作業環境測定結果が第三管理区分の事業場に対する
措置の強化

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）
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＜１ 化学物質管理体系の見直し＞
１-１名称等の表示・通知をしなければならない化学物質の追加

・労働安全衛生法（以下「安衛法」という。）第57条～第57条の３の対象となる
化学物質として、国によるGHS分類に基づき、危険性・有害性が確認され
た全ての物質を順次規制対象に追加する。

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）

対象物質
（化合物名・商品名・一般名）

区分 許容濃度 消防法 高圧ガス 特化則
有機
則

安衛法
危険物
等

安衛法
表示有害

物

安衛法
通知有
害物

がん原
性物質
(指針)

変異原
性物質
(指針)

毒劇物 水濁法 大防法
悪臭防
止法

化審
法

ＰＲＴＲ
法物質名-2 cas

TDA ｼﾞｱﾐﾉﾄﾙｴﾝ（ｏ-TDA）

25376-45-8,95-
80-7,2687-25-
4,496-72-0,95-
53-4,106-49-0

原料 - 非該当 - - -
変異
原性

○ ○ - 〇
劇物原
体

- - - - 第1種

ｱｸﾘﾛ ﾆﾄﾘﾙ ｱｸﾘﾛﾆﾄﾘﾙ 107-13-1 原料 2ppm 4-1非水
可燃・毒

性
2

特定2
-

引火物
特定
第2類
変異
原性

○ ○ - 〇
劇物
（含製
剤）

指定 揮発 -
優先
評価

第1種

取扱物質の整理：取扱物質該当法規一覧（事例）
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＜１ 化学物質管理体系の見直し＞
１-２リスクアセスメント対象物質に関する事業者の義務
（１）労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される濃度の低減措置

① 労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度を、以下の方法等で
最小限度にしなければなりません。

② リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のばく露に抑えることで労働者
に健康障害を生ずるおそれがない物質として厚生労働大臣が定める物質
（濃度基準値設定物質）は、労働者がばく露される程度を、厚生労働大臣
が定める濃度の基準（濃度基準値）以下としなければなりません。

（２） (1)に基づく措置の内容と労働者のばく露の状況についての労働者の意見
聴取、記録作成・保存

記録は３年間保存。がん原性物質は３０年間保存。

（３）リスクアセスメント対象物以外の物質にばく露される濃度を最小限とする努
力義務

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）

ⅰ 代替物等を使用する
ⅱ 発散源を密閉する設備、局所排気装置または全体換気装置を設置し、稼働する
ⅲ 作業の方法を改善する
ⅳ 有効な呼吸用保護具を使用する
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＜１ 化学物質管理体系の見直し＞
１-２リスクアセスメント対象物質に関する

事業者の義務

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）

労働者のばく露の程度

が８時間のばく露に対する濃度基準値（以
下「八時間濃度基準値」という。）

の２分の１程度を超えると評価された場合
は、確認測定を実施すること。

吸入（8時間）は、ばく露限界値の２分の１
を基準として、リスクレベルⅡ-A、Ⅱ-Bに再

区分。
リスクレベルⅡ-B以上に該当する場合に、

確認測定等を実施すること。
吸入（短時間）は、リスクレベルⅢ以上の場

合には、確認測定等を実施すること。
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１、第五百七十七条の二
２ 事業者は、リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のばく露に抑えるこ
とにより、労働者に健康障害を生ずるおそれがない物として厚生労働大臣が
定めるものを製造し、又は取り扱う業務（主として一般消費者の生活の用に供
される製品に係るものを除く。）を行う屋内作業場においては、当該業務に従
事する労働者がこれらの物にばく露される程度を、厚生労働大臣が定める濃
度の基準以下としなければならない。

濃度基準値の解釈

【危惧】

①濃度基準以下との判断が複雑で、化学物質管理者が理解して運用できるかが心配
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濃度基準値の解釈
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濃度基準値の解釈
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濃度基準値の解釈
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濃度基準値の解釈
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濃度基準値の解釈
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＜１ 化学物質管理体系の見直し＞
１-３皮膚等障害化学物質等への直接触の防止

皮膚・眼刺激性、皮膚腐食性又は皮膚から吸収され健康障害を引き起こしう
る有害性に応じて、当該物質又は当該物質を含有する製剤（皮膚等障害化学
物質）を製造し、又は取り扱う業務に労働者を従事させる場合には、労働者に
皮膚障害等防止用保護具を使用させることとする。

①健康障害を起こすおそれのあることが明らかな物質を製造し、又は取り扱う
業務に従事する労働者

>保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋又は履物等適切な保護具の使用：

②健康障害を起こすおそれがないことが明らかなもの以外の物質を製造し、
又は取り扱う業務に従事する労働者（①の労働者を除く）

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）

化学防護手袋は、取扱物質により適正と使用可能時間が異なる。
（使用可能時間は、初期接触からの時間）
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＜１ 化学物質管理体系の見直し＞
１-４衛生委員会の付議事項の追加

１-５がん等の遅発性疾病の把握の強化
１年に複数の労働者が同種のがんに罹患したことを把握したときは、当該がん
への罹患が業務に起因する可能性について医師の意見を聴き、医師が当該罹
患が業務に起因するものと疑われると判断した場合は、遅滞なく、当該労働者
の従事業務の内容等について、所轄都道府県労働局長に報告しなければなら
ないこととする。

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）
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＜１ 化学物質管理体系の見直し＞
１-６リスクアセスメント結果等に係る記録の作成及び保存

リスクアセスメントの結果及び当該結果に基づき事業者が講ずる労働者の健康
障害を防止するための措置の内容等について、記録を作成し、次のリスクアセ
スメントを行うまでの期間（次のリスクアセスメントが３年以内に実施される場合
は３年間）保存するとともに、関係労働者に周知させなければならない。

１-７労働災害発生事業場等への労働基準監督署長による指示

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）
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＜１ 化学物質管理体系の見直し＞
１-８リスクアセスメント対象物に関する事業者の義務（健康診断等）
（１）リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講じるばく露防止措

置の一環としての健康診断の実施・記録作成等

• リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講ずる

ばく露防止措置の一環として、リスクアセスメント対象物による健康影響の確認
のため、事業者は、労働者の意見を聴き、必要があると認めるときは、医師等
（医師または歯科医師）が必要と認める項目の健康診断を行い、その結果に基
づき必要な措置を講じなければなりません。【第３号リスクアセスメント健診】

• 1-2(1)②の濃度基準値設定物質について、労働者が濃度基準値を超えてばく
露したおそれがあるときは、速やかに、医師等による健康診断を実施しなけれ
ばなりません。【第４号リスクアセスメント健診】

• 上記の健康診断を実施した場合は、その記録を作成し、５年間（がん原性物
質に関する健康診断は30年間）保存しなければなりません。

（２）がん原性物質の作業記録の保存

リスクアセスメント対象物のうち、労働者にがん原性物質を製造し、または取り扱
う業務を行わせる場合は、その業務の作業歴を記録しなければなりません。

また、その記録を30年間保存しなければなりません。

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）

特殊健診を考える必要がある
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＜２化学物質の自律的管理のための実施体制の確立＞
２-１化学物質管理者の選任の義務化
（１）選任が必要な事業場

リスクアセスメント対象物を製造、取扱い、または譲渡提供をする事業場（業種・
規模要件なし）
・個別の作業現場毎ではなく、事業場ごとに化学物質管理者を選任。

・一般消費者の生活の用に供される製品のみを取り扱う事業場は、対象外。

（２）選任要件：化学物質の管理に関わる業務を適切に実施できる能力を有する者

（３）職務

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）

• ラベル・SDS等の確認
• 化学物質に関わるリスクアセスメントの実施管理
• リスクアセスメント結果に基づくばく露防止措置の選択、実施の管理
• 化学物質の自律的な管理に関わる各種記録の作成・保存
• 化学物質の自律的な管理に関わる労働者への周知、教育
• ラベル・SDSの作成（リスクアセスメント対象物の製造事業場の場合）
• リスクアセスメント対象物による労働災害が発生した場合の対応

化学物質管理者
の養成が急務
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＜２化学物質の自律的管理のための実施体制の確立＞
２-２保護具着用管理責任者の選任義務化
（１）選任が必要な事業場

・リスクアセスメントに基づく措置として労働者に保護具を使用させる事業場

（２）選任要件
・保護具について一定の経験及び知識を有する者

（３）職務
・有効な保護具の選択、労働者の使用状況の管理その他保護具の管理に係る業務

２-３雇入れ時等教育の拡充
雇入れ時等の教育のうち、特定の業種においては一部教育項目の省略が認められて
いるところ、当該省略規定を廃止し、危険性・有害性のある化学物質を製造し、又は取
り扱う全ての事業場において、化学物質の安全衛生に関する必要な教育が行われるよ
うにする。

２-４職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡大
安衛法第60条の規定により、事業者は、新たに職務につくこととなった職長その他の作
業中の労働者を直接指導又は監督する者に対し、安全衛生教育を行わなければならな
いこととされており、その対象業種に、以下の業種を追加する。

・食料品製造業（うま味調味料製造業及び動植物油脂製造業は既に対象）

・新聞業、出版業、製本業及び印刷物加工業

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）
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２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）



24

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）
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２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）
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＜新たな化学物質管理専門職種＞

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）
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３、ばく露防止対策（健康診断の関係）

欧米では、ばく露を十分下げることにより、健康診断を
行わないのが基本的方策。（健康診断を必要とすると、健康診
断が必要な危険なばく露が起こっているのかと考えられてしまう）



有機溶剤ばく露の見える化による対策と効果
厚生労働省平成28（2016）年度「『見える』安全活動コンクール」優良な活動事例

作業管理

中央労働災害防止協会 大阪労働衛生総合センター 所長 圓藤 吟史 先生 提供



作業管理
作業管理はポイントを押さえれば、効果を発揮する。



適切な呼吸用保護具の使用

30

作業管理



適切な呼吸用保護具の使用作業管理

吸収缶の保管状態・湿度・温度などによっても破過状態は異なる
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＜１ 化学物質管理体系の見直し＞
１-８リスクアセスメント対象物に関する事業者の義務（健康診断等）
（１）リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講じるばく露防止措

置の一環としての健康診断の実施・記録作成等

• リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講ずる

ばく露防止措置の一環として、リスクアセスメント対象物による健康影響の確認
のため、事業者は、労働者の意見を聴き、必要があると認めるときは、医師等
（医師または歯科医師）が必要と認める項目の健康診断を行い、その結果に基
づき必要な措置を講じなければなりません。【第３号リスクアセスメント健診】

• 1-2(1)②の濃度基準値設定物質について、労働者が濃度基準値を超えてばく
露したおそれがあるときは、速やかに、医師等による健康診断を実施しなけれ
ばなりません。【第４号リスクアセスメント健診】

• 上記の健康診断を実施した場合は、その記録を作成し、５年間（がん原性物
質に関する健康診断は30年間）保存しなければなりません。

（２）がん原性物質の作業記録の保存

リスクアセスメント対象物のうち、労働者にがん原性物質を製造し、または取り扱
う業務を行わせる場合は、その業務の作業歴を記録しなければなりません。

また、その記録を30年間保存しなければなりません。

２、自律的化学物質管理の概要（法令改正の概要）

特殊健診を考える必要がある
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４、リスクアセスメント健診に関するガイドライン
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４、リスクアセスメント健診に関するガイドライン
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４、リスクアセスメント健診に関するガイドライン
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４、リスクアセスメント健診に関するガイドライン（参考）
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４、リスクアセスメント健診に関するガイドライン（参考）
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４、リスクアセスメント健診に関するガイドライン
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５、産業保健職の職務の変化
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５、産業保健職の職務の変化

＜遵法的視点の職場巡視＞
特化物・有機則等に該当？ ＞設備は適切か？ ＞作業環境測定は？
 ＞作業方法は？ ＞健康診断は？ ＞健康診断結果の有所見は？

とつながり、職場巡視では設備や管理の状況を確認していた。

＜リスク視点の職場巡視：当面は法令順守視点に追加して＞
①化学物質の使用と有害性が適切に把握できているか？
②リスクアセスメントが適切に実行されているか？
③ばく露低減策は適切か？
④ばく露低減手法がどの労働者も適切に利用できている状態か？
⑤ばく露管理値以下になっているか？（予想していな高濃度ばく露

がないか）
⑥健康診断は・・・・・・・・？
実作業を見ながらリスクアセスメントから発生するプロセスに抜けが
ないか確認するような産業医の（職務）職場巡視が求められる 。



まとめ１（労働安全衛生法）

１、労働安全衛生法の目的
＜法第１条＞
この法律は、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）と相

まって、労働災害の防止のための危害防止基準の確立、責任体制
の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等その防止に関
する総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働
者の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促
進することを目的とする。
＜法第３条＞
事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低

基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善
を通じて職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなけ
ればならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に
関する施策に協力するようにしなければならない。
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（完）

法令要件を満たすことだけが、
産業保健の役割ではない。

有害要因のばく露を最小限にとどめ、
健康障害を発生させないことが

事業者としての産業保健の責務である。

ご清聴、ありがとうございました。

https://moana-dohi.jp/
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